
大分市佐賀関の大規模火災からの復旧・復興に向けた支援を求める意見書 

 

 令和７年 11 月 18 日火曜日の夕方、大分市佐賀関において発生した大規模火災により、

お一人の尊い命が失われ、約 180 棟の建物が焼損するなど極めて甚大な被害が発生し、多

くの住民が避難を余儀なくされている。 

 本市では、火災の発生を受け、直ちに指定緊急避難所を佐賀関公民館に開設し、山林へ

の延焼拡大の恐れがあるため、災害対策本部を設置した。また、大分県へ自衛隊の災害派

遣を要請するとともに、災害救助法の適用も併せて要請したところであり、大分県は、11

月 19 日、災害救助法の適用を決定し、自衛隊に災害派遣を要請するなど、関係機関と連携

し対応していただいているところである。 

 しかしながら、本火災は、地域の住民生活及び産業基盤に甚大な被害をもたらすととも

に、被災者は今もなお避難所や知人宅等へ避難を余儀なくされており、生活再建への見通

しはつかない状況である。  

 よって、国会及び政府においては、本市佐賀関の大規模火災による被災者の一日も早い

救済と被災地域の復旧・復興のため、次の措置を講じるよう強く求める。 

 

記 

 

１．本火災は、強風により被害が拡大したものであり、過去の大規模火災事例と同様に廃

棄物の処理及び清掃に関する法律により、本市が実施する災害廃棄物処理に対する災害

等廃棄物処理事業費補助金を適用するなど、被災者の生活再建及び今後の復旧・復興が

円滑に進むよう、財政上の支援について特段の配慮を行うこと。 

 

２．商工業や観光産業、農林水産業への必要な支援と被災地域の応急対策や復旧・復興対

策等を着実に進めるため、本市に対して、国庫補助・負担金や特別交付税をはじめとし

た地方財政措置による十分な財政支援を行うこと。 

 

   以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１１月２８日 

 

   大 分 市 議 会 

 


